
【別紙２】 

 

審査の結果の要旨 

 

                             氏 名  坂巻 静佳 

 

 本論文「雇用に関する国家の裁判権免除」は、国家が一定の場合には外国国内裁判所の

裁判管轄権に服することから免除されるという裁判権免除に関して、雇用関係にかかる事

例を分析することにより、雇用問題についての裁判権免除の基準を明らかにするとともに、

この作業を通して、免除が認められる場合を制限しようとする制限免除主義の通説が採用

する、国家の行為が主権的行為か業務管理的行為かという判断基準（以下、主権的行為／

業務管理的行為基準という。）の妥当性について再検討を加えるものである。 

 本論文は、I. 序論、II. 国家の裁判権免除の分析枠組、III. 国家の裁判権免除の分析枠組

の再構成、IV. 雇用にかかわる判断基準の仮説、V. 雇用に関する国家実行の分析、VI. 2004

年国連国家免除条約における雇用契約例外、VII. 結論からなる。 

 

 「I. 序論」においては、現代国際法において支配的な制限免除主義の下でも、主権的行

為と業務管理的行為とを区分する明確な基準が確立されていないと指摘した上で、近年増

加する雇用事例の判断においては、主権的行為／業務管理的行為基準が国家の行為にでは

なく被用者の職務内容に適用されたり、また主権的行為／業務管理的行為基準ではなく復

職か金銭支払請求かといった請求内容を基準とする判断が示されたりしていると指摘する。

その上で、雇用問題に関する従来の数少ない研究が、安易に主権的行為／業務管理的行為

基準に立脚して議論していたことを批判し、雇用問題に関する事例における裁判権免除の

判断基準を明確化することによって、裁判権免除に関する新たな分析枠組の提示を目指す

とする。 

 「II. 国家の裁判権免除の分析枠組」においては、裁判権免除に関する従来の学説を整理

し、学説がいかなる枠組の下に国家実行を分析してきたかを批判的に検討する。学説にお

いては、制限免除主義の下で、「国家実行上はあらゆる事例に対して主権的／業務管理的行

為基準を適用し免除の可否を判断している」との理解を前提として、いかなる場合に免除

が義務づけられ、またいかなる場合に免除の否定が許容されるかを解明することに腐心し、

行為性質説や行為目的説が唱えられたが、主権的／業務管理的行為基準は、諸国による安

定的な判断に資する基準とはなっていないと批判する。 

 「III. 国家の裁判権免除の分析枠組の再構成」においては、主権的／業務管理的行為基準

が一貫しない国家実行を生み出してきたことを明らかにし、裁判権免除の新たな分析枠組

を提示することを試みる。国家実行が一貫しない原因として、第１に、外交関係を毀損す

るおそれのある裁判権の行使を排除するための一基準にすぎない主権的／業務管理的行為



基準をいわば絶対視したため、他の基準に基づいて免除を判断する可能性が排除されたこ

と、第２に、主権的／業務管理的行為基準の適用対象が特定されず、国家の行為に限定さ

れなかったことが指摘される。その上で、国家実行においては、免除の可否は裁判権の行

使が円滑な国家間関係に与える影響力の大きさによって判断されてきたとする。このよう

な影響力の大きさを左右する主たる要素としては、管轄権の行使される態様（送達、本案

審理＜証拠調手続・審議＞、判断、執行など）と管轄権が行使される事案の特性（商行為、

不法行為、雇用関係など）とがあり、裁判権免除に関する国家実行の分析にあたっては、

これらを踏まえた上での分析が必要であるとする。 

 「IV. 雇用にかかわる判断基準の仮説」においては、III.で示した枠組を用いて雇用に関

する国家実行を分析する前提として、雇用に関する免除判断基準について、次のような仮

説が提示される。すなわち、雇用事例に関しては、第１に、被用者の職務内容が主権的か

否か、第２に、審理が手続の適否の審査にとどまるか、それとも雇用者による政策判断へ

の審査を伴うか、第３に、請求内容が金銭支払請求か国家の政策判断にかかわる請求か、

という３基準を適用して免除の可否が判断されるという仮説である。 

 「V. 雇用に関する国家実行の分析」においては、雇用をめぐる裁判権免除に関するイタ

リア、ベルギー、フランス、オーストリア、ドイツ、米国、英国、スペイン、ポルトガル、

アイルランド、フィンランド、アルゼンチン、スウェーデン、ポーランド、リトアニア、

ボツワナ、イスラエル、ロシア、クロアチア、日本の裁判例（及び関係法令がある場合は

それも）を検討する。検討の結果、導き出される結論は、第１に、この主題について国家

実行が蓄積されたのは１９８０年代以降であるため、主権的／業務管理的行為基準が雇用

事例をも前提として形成されたとは言いがたいこと、第２に、制限免除主義に移行した直

後の国家は、主権的／業務管理的行為基準の適用対象を国家の行為に限定した上で、国家

による雇用契約の締結や解雇を一律に業務管理的行為と判断したが、それでは広く免除が

否定されて国家の業務を妨げるおそれがあるとして、主権的／業務管理的行為基準の適用

対象は、雇用者たる国家の業務内容や被用者の職務内容に移行する傾向がみられること、

第３に、雇用関係事例においては、主権的／業務管理的行為基準ではなく、審理や請求内

容が外国国家の政策判断への干渉を伴うか否かという基準に基づく判断が登場してきたこ

とであり、IV で提示した仮説は一定程度立証することができたとする。 

 「VI. 2004 年国連国家免除条約における雇用契約例外」においては、２００４年に採択

された国家免除条約が国家実行との関連でどのように評価されるかを検討する。雇用契約

に関する訴訟手続においては裁判権免除の援用ができないとする条約１１条１項の原則に

対する例外を規定する同条２項に挙げられた６つの場合のうち、ａ（被用者が統治権能を

行使する特定の任務の遂行をするために採用されている場合）及びｂ（被用者が外交官や

領事官である場合等）については国家実行との整合性がみられるが、ｃ（採用、雇用更新

又は復職の場合）、ｄ（解雇又は雇用の終了の場合で、訴訟手続が雇用国の安全保障上の利

益と抵触すると雇用国が決定する場合）、ｅ（被用者が訴訟開始時点で雇用国の国民であっ



た場合）、ｆ（雇用国と被用者が書面で別段の合意をしている場合）については、国家実行

の蓄積がうすく、慣習国際法を法典化した条文とは評価しがたいとする。 

 「VII. 結論」においては、雇用事例においては、国家実行の検討から、主権的／業務管

理的行為基準以外の基準により免除の可否を判断するという国家実行が蓄積されてきたこ

とが明らかになったとし、専ら主権的／業務管理的行為基準にのみ依拠し、この基準が雇

用事例を含むすべての行為類型にあてはまるとしてきた従来の制限免除主義の理解を批判

し、国家実行を事案の特性を踏まえ、管轄権行使の態様毎に、いかなる判断基準がいかな

る対象に適用されて免除の可否が判断されているかを整理・分析することが必要であると

する。 

 

 以上が本論文の要旨である。 

  

 本論文の長所としては、特に次の点を挙げることができる。 

 第１に、本論文は、雇用に関する国家の裁判権免除に光をあてることによって、雇用事

例においては通説とされてきた主権的／業務管理的行為基準以外の基準によって免除の可

否を判断する国家実行が積み重なってきたことを明らかにし、主権的／業務管理的行為基

準に立脚してきた従来の制限免除主義に対して鋭く再考を促している点である。この指摘

は、ほぼ専ら商取引にのみ焦点をあてて論じてきた従来の学説に反省を迫るとともに、裁

判権免除全般についての判断基準について再構成を迫ろうとするものである。今後の裁判

権免除研究においては、本研究をふまえることが必須となり、また雇用をはじめとする商

取引以外の行為類型の詳細な検討を行うことが必要となろう。 

 第２に、本論文は、雇用に関する国家の裁判権免除に関する最も包括的かつ体系的な研

究である。この主題に関するモノグラフは、わが国においてはもとより諸外国においても

極めて乏しいが、グローバル化する社会において外国国家機関等に雇用される人は増大し、

それとともに訴訟も増加する傾向にある以上、雇用に関する国家の裁判権免除の問題は実

務上も重要な課題となってきており、本論文はこのような実務上の要請にも応えるものと

いえる。 

 第３に、第２の点とも関連するが、諸外国における雇用事例につき、欧米諸国のみなら

ず途上国を含む合計２０ヵ国の判例や国内法を非常に丹念に渉猟し検討したことが挙げら

れる。我が国の国家免除法９条の「労働契約」に関する規定に関しても、国連国家免除条

約１１条の「雇用契約」の起草過程や諸国家の実行を丹念にふまえた上で、批判的検討を

加えている。このような丹念な実証は、著者が自らの主張を展開するに際しての強みにな

っている。 

 

 もっとも、本論文にも短所がない訳ではない。 

第１に、欧州国家免除条約（１９７２年）５条が雇用契約を免除の例外とした点につい



ての検討がなされていない。欧州審議会が採択した同条約は、欧州諸国の中でも批准国は

少数にとどまり、また条約の制定経緯は公表されていないが、同条約５条は国連主権免除

条約１１条の元になった規定でもあり、しかるべき検討がなされるべきであったと思われ

る。 

第２に、雇用問題に関して裁判権免除を認めた場合に、裁判を受ける権利との関係をど

うとらえるべきか、労働者の要保護性と国家主権の侵害の程度との利益衡量の可能性を考

える必要はないのかといった論点について、より踏み込んだ検討がなされていたならば、

さらに深みのある考察となったように思われる。 

 

 本論文には、以上のような問題点がないわけではないが、これらは、長所として述べた

本論文の価値を大きく損なうものではない。以上から、本論文は、その筆者が自立した研

究者としての高度な研究能力を有することを示すものであることはもとより、学界の発展

に大きく貢献する特に優秀な論文であり、本論文は博士（法学）の学位を授与するにふさ

わしいと判定する。 

 


